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今後の生活習慣病対策の推進について（抄）
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Ⅰ 健康づくりの国民運動化（ポピュレーションアプローチ）

（３）具体的な施策プログラムの提示

～「１に運動、２に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ」～

（「 （ ）」 、①身体活動・運動施策 エクササイズガイド 仮称 の策定

普及、活用等）

身体活動・運動施策における科学的な根拠として平成元年

に策定された運動所要量については、策定後長期間経過して

おり、最新の科学的知見に基づき見直しを行うべきである。

日常生活における歩数は男女とも減少しており、また、高

齢者以外では運動習慣者の割合も増加していないといった現

状を踏まえ、平成５年に策定された運動指針を見直し、単に

「 」 、 、歩数を増やす というだけでなく ライフスタイルに応じ

運動不足の解消を目指した具体的な実践方法等をわかりやす

く示した「エクササイズガイド（仮称 」を策定し、フィッ）

トネス業界等の産業界や運動関連団体等を通じ、地域や職場

を通じた普及活用を進めることが必要である。

、 、また 健康運動指導士などの運動指導の専門家については

質の向上を図りつつ、多様な養成形態を認めるとともに、そ

の定着の促進を図ることが必要である。保健師、管理栄養士

等も運動指導に関する知識・技術の習得が求められる。

・

・

・

（４）産業界も巻き込んだ国民運動の戦略的展開

「健康日本２１」は、平成１２年より国民運動として推進し

てきたが、産業界との連携が必ずしも十分とは言えない面があ

ったことは否定できない。

国民運動として生活習慣病対策を推進していくためには、地

域住民に対するポピュレーションアプローチの中心的な役割を

市町村が果たす必要があるが、行政や外郭団体による取組だけ

でなく、産業界が「エクササイズガイド（仮称 」や「食事バ）

」 、 。ランスガイド 等を広く普及 活用していくことが重要である

既に、スーパーマーケット、コンビニエンスストアやファミリ

ーレストラン等の食品関連産業やフィットネス業界、健康関連

機器業界などにおいて、健康づくりの観点からの情報提供も広

がりつつあり、こうした関連業界を始めとする幅広い産業界の

自主的な取組との一層の連携が不可欠である。

また、運動指導、栄養指導などがそれぞればらばらに行われ

るのではなく、個人の生活習慣の改善に向けた取組を総合的に

支援する体制の整備も期待される。



Ⅱ 網羅的・体系的な保健サービスの推進（ハイリスクアプローチ）

（４）保健指導プログラムの標準化

基本的な生活習慣のかなりの部分が幼少期に確立されること

を考えれば、その後の生活習慣の改善は簡単ではない。このた

め、保健指導の実施に当たっては、対象者それぞれの健康に対

、 、する意識のレベルや 個々のライフスタイル等を理解した上で

それぞれの状況等に応じ、必要な時に、的確に、本人の自主的

な行動変容の支援を行うことが重要である。

こうした保健指導については、各実施主体ごとの創意工夫も

重要であるが、国としても、保健指導プログラムを標準化し、

その普及を図る必要がある。その際には、メタボリックシンド

ロームの予防は、適度な身体活動・運動と食生活の改善が基本

であることから、運動指導と栄養指導がそれぞればらばらでは

なく一体的なものとして行われることが必要である。また、前

述した「エクササイズガイド（仮称 」や「食事バランスガイ）

」 。ド 等を保健指導においても積極的に活用していくべきである

また、保健指導を担当する医師、保健師、管理栄養士や運動

指導の専門家等についても、運動指導や栄養指導を一体的に提

供できるよう、特にこれまで必ずしも十分ではなかった運動指

導や動機付け支援等について、研修の充実等による資質の向上

を一層図るとともに、多職種が連携した取組の推進が必要であ

る。

Ⅴ 生活習慣病対策の推進体制

（４）保健指導のアウトソーシング

今後、生活習慣病の予備群を中心にきめ細かく個別のニー

ズに対応していくためには、保健事業に係る市町村、医療保

険者等の内部の実施体制のみでは十分に対応できないことが

想定され、民間事業者は、医療機関等との連携により積極的

なサービス展開を行うことが求められる。

良質な保健サービスを提供できる民間事業者を育成してい

く際には、医師、保健師、管理栄養士や運動指導の専門家等

のマンパワーや、提供されるサービスの内容等について、一

定の基準を設けることが必要であり、国として、医療保険者

等が保健指導を民間事業者にアウトソーシングする際に考慮

すべき基準を示したガイドライン等を策定し、提示すること

が必要である。
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